


　党市議は、平成30年の報酬改定で放課後等デイサービスに「指標該当児
判定」が導入された影響について質問しました。本市としては平成29年度、平
成30年度と比較して給付額、事業所数、利用児童数が増えていますが、平成
31年3月に「障害のある子どもの放課後保障全国連絡会」が発表した放課後
等デイサービス報酬改定指標判定・区分導入に関する事業所調査によると、
「回答事業所の約8割が減収」「減収への対応は職員給与のカットが最多」「子
どもの障害程度による指標判定はよくないと65％が回答」との結果が出てい
ます。
　指標該当児判定については
❶「行動」の特徴に偏った項目では児童発達支援を必要とする子どもの「支
援の必要性」は把握できないこと

❷現在の項目での保護者の聞き取りは回答に窮する内容であるとともに子
どもの尊厳を傷つけるものであること
❸「支援の必要度」が低くなることは成長の証ですが、その結果が加算を減
じることにつながる仕組みは、事業にゆがみをもたらすこと
❹判定を担う自治体職員の課題もあり、自治体間での調査方法のバラツキ
は著しいものであったことが指摘されています。

　国においては、現在、指標該当児判定を活用した加算の新設などを検討し
ており、党市議団は本市からも国に中止するよう求めましたが、「国の動向を
注視する」との答弁でした。今後とも党市議団は「指標該当児判定」を療育の
場に持ち込ませないよう全力を尽くします。


